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ま え が き 

 

 パートタイム労働法（「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律」）の制定から、１７

年余りが経過した。 

この間、短時間労働者（週３５時間未満）は、１９９３年当時の９２９万人（雇用者総数の１

８．２％）から、直近のピークで２００９年に約１，４３１万人（２６．９％）、２０１０年に

は約１,４１４万人（２６．６％）まで著しく増大（量的拡大）した（総務省「労働力調査」）。

これに伴い、かつては正社員が担っていたような仕事や、正社員と近い中核的な仕事等に、短時

間労働者を従事させるケースもみられてきた（質的基幹化）。また、就職氷河期における新卒採

用の低迷や、人件費の固定化の回避を企図した正社員採用の抑制等により、やむを得ず短時間労

働者という働き方の選択を余儀なくされる若年層や男性・生計者等も流入した。 

こうしたなか、同法は２００７年５月に初めて改正され、大幅に実効性を高めた法規制として、

新たな一歩を踏み出した（２００８年４月施行）。改正では、「通常労働者と同視すべき短時間

労働者」に対する差別的な待遇取扱いを禁止し、正社員転換推進措置の実施や、短時間労働者の

労働条件の特定事項の文書等による明示（過料あり）、待遇決定に当たり考慮した事項等の説明

を義務づけた。また、短時間労働者の職務や人材活用等の異同に応じた、正社員との均衡待遇の

確保が努力義務として明記され、教育訓練の実施（義務・努力義務化）や福利厚生施設の提供（配

慮義務化）等も盛り込まれた。 

これらの改正は、事業所における短時間労働者の雇用管理や、今日的な個別・短時間労働者の

働き方に、どのようなインパクトをもたらしたのか－。当機構では、改正パートタイム労働法

の施行から２年を経過した時点における実態を把握するため、アンケート調査及びヒアリング調

査を実施した。 

その結果をまとめた本調査シリーズが、今後のパートタイム労働施策の形成に当たっての政策

論議の活性化に資すれば幸いである。 
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